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第5巻コラム１：北に進むイノシシとその害
著者：西﨑伸子（福島大学行政政策学類）
イノシシによる農作物被害は近年東北において拡がっている。1978年の環境庁（現環境省）による自然環境保全基礎調査ではイノシシの生息域は宮城県南部周辺までとされていたが、近年、仙台市や新潟県においてもイノシシが目撃され、農作物被害が報告されるようになった。生息域が北に拡大するのは、温暖化や暖冬などの気候変動の影響もあるといわれているが、中山間地域における少子高齢化や耕作放棄地の増加などの人為的要因による影響が大きいとされる。いずれもイノシシに快適な生息環境を提供することになる。
このようなイノシシの生息域の拡大に対して、人間はどう対応すればいいのだろうか。明治時代から戦後にかけて野生動物を乱獲し、種によっては絶滅に追いやった人間側の勢いはもはやみられない。イノシシが新たに生息する場に暮らしてきた人々は、イノシシとの「共生」の経験や記憶にもとづかない、「新たな共生の方法」を探す必要にせまられている。
イノシシによる農作物被害に対して巷間にいわれることは、「イノシシの生態や行動をよく知り、正しく対処せよ」である。科学的根拠や新技術にもとづいて、さまざまな対処策が現場に指南される。ところが、農作物被害に悩む人々は、しばしば以下のような間違った方法を実行する。
農業者A：「イノシシに食べられる分を計算して飼料用トウモロコシを毎年余分に栽培する。今年は試しに電気柵を設置してみたらイノシシに食べられなくて、トウモロコシがあまってしまった。貯蔵するところがないから、まだ植えたままなのよ。」
目の前の問題を片付けることを優先させる個人の勝手な行動は、「正しい対処方法」に照らし合わせれば、被害をいっそう拡大させる危険性があり非難される。
もうひとつ、「正しい対処方法」として、在来的な手法の見直しがある。猪垣がつくられていた時代に習って、「共同で防衛する体制」として、たとえば農地を再デザインして一か所に集中させることなどが推奨される。けれども、獣害対策になりうるこのしくみは、獣害とはまったく別の理由－経済的問題、土地所有の問題、担い手に関する問題等－によって多くの場合実現に至らない。
これらの事例が示しているのは、個人や世帯レベルが求めているのは、＜決定的な解＞ではなく、そこで生活し続けるために今必要な＜更新可能な解＞であること、被害を受ける人々にとって獣害は重要な問題ではあるが、最優先させなければならない課題とは認識されていないことである。
このような現場の認識を前にして、わたしたちがまず問わなければならないのは、なぜ正しい対処方法が受け入れられないのかではない。このような問いをたてると「人々はわかってない」「だから意識改革が必要だ」という現場感覚を無視した理想論をふりかざすことになる。むしろ、どのような条件があれば、個人・世帯による個別な対応に加えて、集落や行政などの各アクターが連携して対処できるのかを問い、各地域の事情に照らし合わせた方法を検討していくことだろう。
わたしがフィールドとしている福島県北部の中山間地域に位置する人口6000人ほどの村で、イノシシによる農作物被害が顕著になったのは1990年代後半だといわれている。行政が対応にのりだすごく最近までは、個人や世帯がトタン、ネット、忌避剤などを利用して個別に予防的対策を講じてきた。この村は他の中山間地域と同様に、少子高齢化や過疎化が進み、狩猟人口の高齢化も著しい。近年、新しく出現したイノシシは、村人の言葉を借りれば「悪い関係からはじまったため、まったく良いイメージを持てない」存在である。狩猟をスポーツとして楽しむごく一部の人を除き、イノシシに多義的な価値は付与されず、害獣という単一的でネガティブな価値づけがなされている。けれども「根絶させたい」という住民の思いは、野生動物保護や動物愛護の観点から選択肢とはならない。今ある方法で防御しながら生活を存続させることを余儀なくされているのが現実である。
ところがこの村内で近年、「集落で一丸となってイノシシから農地を守る」動きがでてきた。ある集落の全世帯約60戸が中山間地域等直接支払制度を利用して電気牧柵を設置したのである。この動きを経済的問題が解消すれば良いというように単純に理解するべきではない。なぜならば、同様の被害を受けている他集落では、獣害対策は優先されなかったからである。この集落がなぜ獣害対策を優先させたのか、どういう条件があれば集落が一丸となって主体的にイノシシ対策を始めるのかを明らかにすることが必要なのである。その場合、集落内の意思決定や合意形成のしくみだけでなく、制度の運用に関する行政の役割にも着目する必要がでてくるだろう。
獣害問題を「地域づくり」という大きな枠組みの中に位置づけることによって、「当該地域社会に固有の正しい対処方法」を見出すヒントを得たり、その効果を住民参加型のモニタリングで検証したりする可能性が見えてくる。人間と野生動物の関係の動態だけでなく、野生動物をめぐる人間関係を創出する背景の前景化を不断なくおこなっていくことは、社会科学的研究が現代の獣害問題の解決に向けて果たすことのできる作業のひとつといえるのではないだろうか。
































